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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　形状システムであって、
　重力場内において剛体に接続する柔軟構造に間隔をおいて配置された２つ以上の剛体の
アレイであって、前記重力場は、少なくとも１つの重力場のベクトルにより定義される、
所定の方位を有しており、隣接する剛体は、前記隣接する剛体間の湾曲の２自由度に対し
て前記柔軟構造により制約されていて且つ前記隣接する剛体間において捩れが生じない状
態であり、前記柔軟構造が、前記重力場のベクトルの周りの剛体の回転を生じさせないよ
うな方位に向けられていて且つ組み合わされた方位と配置間隔値に対して、前記システム
に操作可能に関連するアレイと、
　前記剛体に接続する前記柔軟構造に操作可能に関連する重力場測定センサのアレイであ
って、前記剛体はそれぞれ、お互いに非平行で一定の方位を有していて且つ場強度の所定
の分布を有する重力場の範囲内で、前記剛体の絶対方位に関連する入力データを受信する
ように適合された、重力場計測センサのアレイの内の少なくとも２つの重力場計測センサ
を有するアレイと、
　前記システムの形状特性の前記２自由度に関するデータを、前記入力データから決定し
、前記システムの前記形状特性の前記２自由度を定義する出力信号を生成する手段と、
　前記出力信号を表示、送信、または記憶する出力手段と、を具備するシステム。
【請求項２】
　前記形状システムは、重力場内において剛体に接続する柔軟構造に間隔をおいて配置さ
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れた２つ以上の剛体のアレイを具備しており、
　前記場計測センサが、重力場における加速度計であり、前記重力場における加速度計は
、前記柔軟構造により、前記場の方向の周りの回転運動を除く運動範囲に制約される、
ことを特徴とする請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　前記形状システムは、重力場内において剛体に接続する柔軟構造に間隔をおいて配置さ
れた２つ以上の剛体のアレイを具備しており、
　前記重力場計測センサが、加速度計のアレイを形成する加速度計であり、加速度計のア
レイが前記剛体に接続する柔軟構造に操作可能に関連しており、
　前記剛体はそれぞれ、お互いに非平行で一定の方位を有していて且つ場強度の所定の分
布と、場方位の所定の分布とを有する重力場の範囲内で、前記剛体の絶対方位に関連する
入力データを受信するように適合された、加速度計のアレイの内の少なくとも２つの加速
度計を有する、
ことを特徴とする請求項１に記載のシステム。
【請求項４】
　前記剛体に接続する前記柔軟構造は、対象物に搭載可能であり、前記対象物の形状を測
定するように適合されることを特徴とする請求項１または２に記載のシステム。
【請求項５】
　前記システムは、場強度の所定の分布を有する場において利用されるように適合され、
　前記重力場測定センサは前記重力場内において、測定可能な方位数を超えない数の自由
度で、且つ測定信号に何らの変化ももたらさない方位における変化を除く測定範囲の制約
内で、方位に応答することを特徴とする請求項１に記載のシステム。
【請求項６】
　前記柔軟構造を有する前記加速度計は、捻ることが出来ない、ことを特徴とする請求項
３に記載のシステム。
【請求項７】
　物体間方位の最大３自由度を、非重力場測定センサから決定できることを特徴とする請
求項１から６のいずれか１つに記載のシステム。
【請求項８】
　前記非重力場測定センサは、角速度センサであることを特徴とする請求項７に記載のシ
ステム。
【請求項９】
　前記システムは、適用範囲において最小であると予め決定された範囲で、捻れの影響を
受けることを特徴とする請求項１から８のいずれか１つに記載のシステム。
【請求項１０】
　前記剛体に接続する前記柔軟構造は、場強度の所定の分布を有する場内に幾何学的形状
を有しており、
　前記柔軟構造は、前記柔軟構造に操作可能に関連する２つ以上の予め定義された非同一
センサ位置を前記剛体上に有し、前記柔軟構造は２自由度で湾曲でき、
　前記位置のそれぞれにおける少なくとも１対の重力場測定センサであって、前記少なく
とも１対のセンサは、前記センサ位置に操作可能に関連し、そこにおいてお互いに対して
非平行方位に位置し、前記センサは、前記重力場の方向の周りの回転移動を除く、定義さ
れた移動範囲内の前記重力場内の前記位置のそれぞれの、前記それぞれの方位を測定する
ように適合され、前記センサは、幾何学的形状を示す前記２つ以上のセンサ位置のそれぞ
れにおいて、前記少なくとも１対のセンサの測定された方位に対応する、出力信号を生成
でき、
　前記センサは、前記幾何学的形状情報出力信号を表示、送信、または記憶するための前
記剛体及び前記出力手段に操作可能に関連する、ことを特徴とする請求項１または３に記
載のシステム。
【請求項１１】
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　各位置における前記センサは、重力場における２軸または３軸加速度計であることを特
徴とする請求項１０に記載のシステム。
【請求項１２】
　前記重力場計測センサは、世界座標系における傾斜を感知し、振動加速度データと、一
定重力加速度データを提供することを特徴とする請求項１から３のいずれか１つに記載の
システム。
【請求項１３】
　前記加速度計は、柔軟チューブにより端部において接続された剛性で、実質的に垂直な
パイプ内に搭載され、前記加速度計は２自由度の傾斜と、垂直軸に対する前記パイプの長
軸の移動に関連する加速度データを提供することを特徴とする請求項２または３に記載の
システム。
【請求項１４】
　前記加速度計は、柔軟チューブにより接続されていて且つ実質的に水平な表面との整列
のための整列表面を備えた、剛性で、実質的に水平なパイプ内に搭載され、前記加速度計
は２自由度の傾斜と、垂直軸に対する前記実質的に水平なパイプの前記実質的に水平な軸
の移動に関連する加速度データを提供することを特徴とする請求項２または３に記載のシ
ステム。
【請求項１５】
　お互いに関して移動可能な一対の剛体の位置と方位を決定する方法であって、
　柔軟構造において予め定義された間隔でお互いに間隔をおいて配置される少なくとも第
１および第２剛体を提供するステップであって、前記第１および第２剛体間において湾曲
の２自由度で移動可能な前記柔軟構造により制約されていて且つ前記第１および第２剛体
間において捩れが生じない状態である、少なくとも第１および第２剛体を提供するステッ
プと、
　少なくとも１つの重力場のベクトルにより定義される、所定の方位を有する重力場の範
囲内で前記柔軟構造の方位を決定するステップと、
　重力場のベクトルの周りの任意の前記剛体の回転を防止する方位の範囲内で前記柔軟構
造を操作するステップと、
　前記第１および第２剛体のそれぞれの上に一対のセンサを位置決めし、各センサは、お
互いに操作可能に関連し、お互いに関して非平行で一定の方向に位置決めされるステップ
と、
　場強度の所定の分布を有する重力場の範囲内で、前記剛体の方位の２自由度における差
を測定するステップと、
　前記第１剛体から前記第２剛体への、角度における測定された差を定義する出力信号を
生成するステップと、
　前記測定された差を表示、送信、または記憶するステップと、を具備する方法。
【請求項１６】
　前記測定するステップは、場強度の所定の分布と場方位の所定の分布とを有する重力場
内において、前記剛体の方位の２つの自由度における差を計測する段階を具備する、こと
を特徴とする請求項１５に記載の方法。
【請求項１７】
　前記剛体のそれぞれが動く範囲は、予め定義された線の周りの回転運動を含まないこと
を特徴とする請求項１５または１６に記載の方法。
【請求項１８】
　前記一対のセンサは、単軸、２軸、または３軸加速度計であることを特徴とする請求項
１５から１７のいずれか１つに記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、測定用のセンサアレイ（配列）に関する。より特別には、本発明は、対象物
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および経路の形状および加速度を感知する方法および装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　対象物の形状は、対象物に沿う、または対象物を通る１つ以上の経路により記述（又は
表現）でき、経路は、経路に沿う定義された間隔で配置された点と、点を結び、既知の方
位を有する線を含む。例えば、経路に沿う点における表面の法線を定義するように、各点
に位置する表面または剛性立体の方位を定義することが有効な場合がある。
【０００３】
　本発明は、制約された幾何学的形状のシステム（装置）内において、較正された方法で
場の強度を感知することに基づく経路測定を教示する。追加的な教示は、本発明を使用し
て、慣性または他のセンサにより行われる経路測定を改善することに関する。
【０００４】
　地質学および地球科学の分野では、穿孔の経路を、傾斜センサを使用して測定すること
がよく知られている。典型的には、傾斜センサは、チューブの形状をしており、重力場に
関する傾斜の２自由度（ＤＯＦ）を感知するように配置された、電解質、抵抗性、容量性
、「ゼロ変位」、または微細機械加工されたシリコン重力センサを含む。通常は、２自由
度は直交しており、傾斜のｘ成分およびｙ成分と称される。傾斜センサを穿孔の中に降下
させて、ある間隔で傾斜データを取得できる。または、いくつかの傾斜センサを穿孔の中
で上下に配置して、既知の位置での傾斜の変化を検出するために使用できる。穿孔の中に
降下させた加速度計を使用して、ｓ波とｐ波を含む、地震の振動を測定することも知られ
ている。ｓ波は主に地球表面に平行な加速度を生成する。また、磁気センサを使用して、
穿孔中のセンサを含めて、地球の磁場におけるセンサの方位を決定することも知られてい
る。慣性手段により、方位を測定し、角速度の時間積分から、角度位置を推定することも
知られている。
【０００５】
　穿孔に加えて、上記の方法は、橋、建物、鉱山立坑のような構造物と、地面または土塁
に取り付けられた、または埋め込まれたセンサに適用される。
【０００６】
　上記の方法の欠点は、経路に沿って３Ｄ形状を測定する一般化された方法を可能にする
、固有の幾何学的制約のある較正されたアレイ（又は、センサアレイ）がないということ
である。更なる欠点は、広い動的条件の範囲内で、形状をリアルタイムには測定できない
ということ、または形状の急激な変化を測定できないということ、または形状と振動を同
時には測定できないということである。
【０００７】
　更なる欠点は、センサを保持し、センサを水または機械的力から保護するための、較正
され、変形可能、携帯可能な基板がないことである。更なる欠点は、傾斜センサが、較正
された構造または捩れのない構造内に配置されないために、重力ベクトルについての方位
の磁気または慣性測定が必要になり、より多くのセンサが必要であることであり、または
特別な穿孔ケーシングが必要であるということである。現在の傾斜センサ技術のほとんど
は、地震の間のｓ波のような動的加速度を測定しない。
【０００８】
　湾曲感知および湾曲／捻り感知アレイ（又は、センサアレイ）を使用して、穿孔、建物
、人間、計器、および地質構造の動的および静的形状を測定することも知られている。例
としては、１９９４年６月１４日に出願された、デンマークのＬ.Ａ.による米国特許第５
，３２１，２５７号の「光導体の一部上に形成された光放射表面を含むファイバー光学的
湾曲および位置センサ」や、１９９７年５月２７日に出願された、デンマークのＬ.Ａ.に
よる米国特許第５，６３３，４９４号の「選択された曲面光放射表面を有するファイバー
光学的湾曲および位置センサ」や、１９９７年１０月２２日に出願された、デンマークの
Ｌ.Ａ.による欧州特許第ＥＰ　０　７０２　７８０号の「ファイバー光学的湾曲および位
置センサ」や、２０００年１０月３日に出願された、デンマークのＬ.Ａ.による米国特許
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第６，１２７，６７２号の「位相的および移動測定ツール」や、デンマークのＬ.Ａ.によ
る米国特許第６，５６３，１０７号の「位相的および移動測定ツール（ＩＩ）」がある。
このタイプのアレイは、本明細書においては、「湾曲感知アレイ」と称することにする。
【０００９】
　デンマークの特許第’６７２号においては、経路を３Ｄでマッッピングをするために使
用できる２自由度湾曲感知アレイが記載されている。捩れを３番目の自由度として追加す
ることにより（デンマークのＬ.Ａ.による特許第’１０７号参照）、アレイ内のセンサは
、接合部において回転が可能になり、または長軸に沿って連続的に回転が可能になる。デ
ンマークのＬ.Ａ.による特許第’１０７号は、表面の要素間の角度を測定するために、湾
曲センサを使用する表面マッピングアレイを記載している。これらのセンサアレイは、湾
曲センサを使用して、変形可能な表面に沿って角度を測定する。センサは修正光学ファイ
バーであることもよくある。更に、これらの参考文献において教示されるセンサは、柔軟
基板上に位置、または搭載される。
【００１０】
　２自由度湾曲感知アレイまたは３自由度湾曲／捩れ感知アレイの、最も一般的な形態に
おける欠点は、穿孔測定を含める多数の適用において遭遇する、小さな角度を正確に測定
できないということである。それらは、短時間の間は小さな角度を解像することができる
が、ドリフトにより、長期の測定には問題となる不正確さが引き起こされる。この不正確
さは、強固な部材間の２自由度および３自由度結合を使用し、結合の自由度を高精度のエ
ンコーダーにより測定することにより克服できる。しかし、これには多大なコストがかか
り、その複雑さのため、変形の長期にわたる測定に使用される可能性は少ない。
【発明の開示】
【００１１】
　我々はここで、低コストで場に設置するために最適化された単一のシステム（装置）に
おいて、加速度と変形の静的および動的形状の両者の正確な測定を可能にする、センサの
較正された組合せと、測定と較正方法を開示する。場内の角度を測定して微分をすれば、
従来技術の方法の精度を大幅に改善できることが示される。更に、測定、シールディング
、およびシーリング機能を組み合わせるパッケージ化技術も開示され、低コストの、携帯
可能な集積測定ツールが得られる。
【００１２】
　デンマークの特許第’６７２号とデンマークの特許第’１０７号においては、表面は、
表面の要素間の角度関係を知ることにより、６自由度における基準表面に関して測定され
る。「世界」座標系（ＷＣＳ）における要素の絶対角度は直接には測定されない。それら
は、湾曲センサにより測定される角度関係、または要素間の「局所」角度を積分すること
により計算される。例えば、ヒンジにより接続され、すべて同一垂直面において湾曲して
いるロッドは、１０、２０、－１０、および３０度の局所ヒンジ角度を有する可能性があ
る。世界座標系において水平な基準ロッドに関して、ロッド間のＷＣＳ角度は１０、３０
、２０、および５０度であり、経路に沿って局所角度を積分（加算）することにより得ら
れる。ロッドの長さが分かっていて、それらのＷＣＳ角度が決定されているときは、ロッ
ド系の経路は完全に決定される。ここにおいて、我々は、ＷＣＳまたは「絶対」という用
語を、関心対象の領域内において不動の座標系において測定された角度に言及するときに
使用する。そのような座標系は、地球の座標系である必要はなく、地球の座標系を含むこ
とができ、例えば、それを太陽または任意の基準位置に結び付けてもよい。更に、我々は
、「局所角度」または「物体間方位」という用語をここでは、１つの剛体と他の剛体間の
角度関係を示すために互換的に使用する。一般的に、２つの剛体間の角度関係（つまり、
「局所角度」または「物体間方位」）は、オイラー角（ロール、ピッチ、ヨー）を含む、
標準数学的手段によるか、方位マトリックスまたは変換、または四元数により記述できる
。２つの剛体間の湾曲および捩れは、局所角度または物体間方位であり、オイラー角とし
て考えられるということも分かる。
【００１３】
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　ロッド間の接続が、多軸湾曲および捩れのような追加的自由度を可能にするときは、ロ
ッド間には２または３角度的自由度があり、積分は３Ｄ数学を必要とする。３Ｄ空間曲線
の数学は、使用可能であり、デンマークの特許第’６７２号とデンマークの特許第’１０
７号に記載されている。ロッドの単なる集積ではない、変形可能表面または立体は、角度
関係が測定可能で、表面上のセンサの位置が分かっていれば、この方法で測定できる。測
定は、任意の角度誤差の位置を越えて計算された表面のすべての部分に対して、重大な誤
差の影響を受け易い。更に、センサにおけるドリフトは、形状の不正確さにつながる可能
性があり、その不正確さは、表面を前に測定捕捉された姿勢に戻し、オフセットを除去し
て測定された形状を、前記測定捕捉姿勢の形状に復元することにより補正しなければなら
ない。しかし、測定は、光ファイバーの非常に薄いアレイを使用して、急速に変化する形
状に対して、毎秒１０，０００フレームのような、非常な高速度で行うことができるので
有効である。
【００１４】
　静的形状に沿う間隔での方位測定に対しては、一定または「ＤＣ」加速度までの範囲の
周波数応答を有する加速度計を使用して、出力が、約９.８ｍ／ｓ／ｓの一定の加速度を
有する重力場に応答するようにすることが可能である。シリコンを微細機械加工すること
により製造される、正確で、低コストな、超小型機器（ＭＥＭＳまたは微細機械加工電子
機械センサ（MicroMachined ElectroMechanical Sensors））が、単軸または２軸形態に
おいて利用できる。例としては、Analog Devices Inc.のADXL311集積回路があり、ＤＣか
ら数千ヘルツまでの加速度に対する応答を有する。２軸ＭＥＭＳ機器は、小角度傾斜を解
像でき、何年にもわたる高精度と、広い温度範囲を維持することができる。これらのアレ
イ（即ち、センサアレイ）を変形可能表面上に設置すると、取付け位置のＷＣＳ角度を表
現する傾斜信号のアレイを生成できる。位置間の距離が分かっていれば、経路、表面、ま
たは立体形状を高精度に決定できる。局所角度の積分に基づく形状測定とは違い、直接測
定ＷＣＳ角度に基づく形状測定は、累積誤差を生じることはなく、はるかに正確であり得
る。ＭＥＭＳの代替としては、電解傾斜センサ、容量性傾斜センサ、誘導性傾斜センサ、
および、質量を測定フレームの中心に保ち、それを行うために必要な力を決定するゼロ変
位加速度計が含まれる。しかし、すべての従来技術の傾斜感知方法の不都合点は、測定は
、形状が変化していないときに行わなければならず、センサは、複数自由度測定が可能な
センサの較正されたアレイを形成するための機械的移動が制約された基板上には搭載され
ないということである。
【００１５】
　ＭＥＭＳ技術により製造された角速度センサも利用できる。そのようなセンサは、振動
構造を使用して、基準慣性フレーム内の角度的移動に起因するコリオリ力を感知する。１
つの例としては、Analog Devices Inc.のADXRS401 Angular Rate Sensor（角速度センサ
）がある。角速度の単一時間積分は、開始角に関する角度的位置を生成する。そのような
単一積分の精度は、積分定数の数がより少ないので、位置を生成する加速度の二重積分よ
り優っている。
【００１６】
　上記の実施の形態において、剛体の方位または速度の２自由度の測定は、少なくとも２
つのセンサを剛体に取り付けることを必要とする。更に、上記に実施の形態においては、
剛体に取り付けられたセンサの最大感度軸は、整列されてはならない（つまり、それらは
平行であることはできない）。剛体上のセンサは、剛体のすべての部分は、位置に無関係
に同じ方位を有するので、同じ位置にあっても、なくてもよい。最適には、センサは、お
互いに関して９０度の方位を有するべきである。最適な結果を得るためには、剛体に取り
付けられる第３センサは、第１および第２センサに直交すべきである。
【００１７】
　従来技術の傾斜感知は、傾斜センサを、ＷＣＳに関して既知の方位角に保持するための
溝を有する特別な穿孔ケーシングを必要とした。傾斜センサを穿孔内に降下させ、ケーシ
ング内において溝により一定の方位角回転に維持され、穿孔ケーシングの形状を推定する
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ために、間隔をおいて表示値が読み込まれる。捩れないように制約された傾斜センサの較
正アレイは、溝付き穿孔ケーシングなしで使用でき、間隔をおいて降下させる必要はない
。そのような較正アレイに対する方法と装置を本明細書で説明する。
【００１８】
　帆船レースにおいては、帆の形状を最適にして、所与の風および海の条件において最大
速度を得ることができることは望ましいことであり、そのため、帆形状を測定して記録す
ることは望ましい。これは、以前には、帆上の光学目標を、甲板またはマストから撮像す
る試みによりなされていた。問題は、明るい日光と、較正の難しさ、および妨害する水滴
である。本明細書において、帆形状、マストの捩れ、および帆桁の角度を、帆、マスト、
および帆桁を含む基板上に搭載され、較正された加速度計を使用して測定する方法を説明
する。これらの基板の形状と方位の三次元的測定は、基板が２自由度に制約され、センサ
が、搭載、較正、および計算方法においてここでの教示に準拠しているので、加速度計の
みで行える。
【００１９】
　穿孔および帆形状測定に使用される方法は、センサのアレイが、自由度と幾何学的形状
の範囲に関して、本発明の教示に準拠している限り、幾何学的形状の広いクラス（種類）
の測定に一般化できる。従って、我々は、場センサをどのように使用して、不安定な傾斜
を横切るほぼ水平な経路を含む非垂直経路の形状、椅子の座部および背もたれの形状を測
定するかを示し、また、人間および他の形状の測定を、本発明の教示を含めることにより
いかにして改善するかを示す。
【００２０】
　アレイが、広範囲の周波数応答を有するＭＥＭｓ加速度センサから形成されると、セン
サは、重力のような静的加速度場に応答し、また、地震の振動のような急速に変化する場
にも応答する。電子機器とソフトウェアを調整して、総合（全ての）信号の長期平均を表
現する出力データ（緩速データ）、および急速に変化する成分のみを表現する他の出力デ
ータ（急速データ）を提供することができる。緩速データは、重力に対する応答を表現し
、急速データは、重力場内のアレイの振動または他の急激な動きに対する応答を表現して
いる。緩速データは、データの多数のフレームを平均し、それ以外は、標準フィルタ処理
技術を使用して、急激に変化する信号を排除することにより得られる。急速データは、フ
ィルタ処理されていない総合（全ての）データから緩速データを減算することにより得ら
れる。緩速および急速データを得る従来技術の方法はよく知られている。急速データが、
フィルタにおいて時間についての積分でゼロになる場合は、平均形状を表現する正確な緩
速データが得られる。平均形状が不変、または非常に緩速にしか変化しない場合は、急速
データは、アレイ内の各センサにおいて存在する振動を表現する。従って、アレイを使用
して、ＷＣＳ傾斜角度（緩速データ）から静的形状を得ることができ、一方、急速データ
は、各センサにおいてアレイに加えられる振動を定義するために使用される。
【００２１】
　急速に変化する形状を有することが可能であり、それにより、加速度は、アレイの要素
の動きが原因となり、同時に重力場に関しての方位における変化（傾斜変化）が原因とな
る。全体的な振動場もあってもよい。これらの場合は、形状と振動は、加速度のみに基づ
いては、別々の出力データセットに分離できない。本発明の実施の形態において、角速度
を測定するセンサは、これらの動的変化の際に専用に使用され、角速度の単一な時間積分
を必要とする変化する形状を決定する。角速度とＷＣＳ角度センサの両者からの信号を使
用して、静的形状から動的形状への遷移が起きたことを決定することもできる。最新の既
知の静的形状は、最適開始形状を有する動的形状測定を開始するために使用できる。
【００２２】
　加速度センサのみが存在するときは（角速度センサなし）、静的および動的形状は、一
般的には、動的形状が変化する間は、知ることができない。しかし、本発明は、場が時間
的に変化しても、均一な加速度場が存在する場合は、加速度計のみで、有効な動的形状を
提供する。このように、均一加速度場により、我々は、空間的に均一な加速度場を意味す
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る。例としては、空間的に均一な水平方向の地震の振動を受けている均一岩床における穿
孔内のセンサの垂直アレイがある。この場合、傾斜センサのすべては、振動からの同じ加
速度と、重力からの一定の加速度を受け、それにより、ここで説明するように、その事象
の間に、アレイから静的形状情報を抽出することができる。
【００２３】
　本発明の１つの実施の形態において、形状システム（装置）が提供され、システムは、
重力場内において剛体に接続する柔軟構造に間隔をおいて配置された２つ以上の剛体のア
レイであって、重力場は、少なくとも１つの重力場のベクトルにより定義される、所定の
方位を有しており、隣接する剛体は、隣接する剛体間の湾曲の２自由度に対して柔軟構造
により制約されていて且つ隣接する剛体間において捩れが生じない状態であり、柔軟構造
が、重力場のベクトルの周りの剛体の回転を生じさせないような方位に向けられていて且
つ、組み合わされた方位と配置間隔値に対して、システムに操作可能に関連するアレイと
、剛体に接続する柔軟構造に操作可能に関連する重力場測定センサのアレイであって、剛
体はそれぞれ、お互いに非平行な一定の方位を有していて且つ場強度の所定の分布を有す
る重力場の範囲内で、剛体の絶対方位に関連する入力データを受信するように適合された
、重力場計測センサのアレイの内の少なくとも２つの重力場計測センサを有するアレイと
、システムの形状特性の２自由度に関するデータを、入力データから決定し、システムの
形状特性の２自由度を定義する出力信号を生成する手段と、出力信号を表示、送信、また
は記憶する出力手段と、を具備する。
【００２４】
　望ましくは、センサは、柔軟、または非柔軟対象物に搭載でき、対象物の形状を測定す
るように適合され、場測定センサは、加速度計であり、重力ベクトルに関しての物体間方
位の自由度を有しておらず、システムは、場強度の所定の分布を有する場において利用さ
れるように適合され、場測定センサは場内において、測定可能な方位数を超えない数の自
由度で、且つ測定信号に何らの変化ももたらさない方位における変化を除く測定範囲の制
約内で、方位に応答し、場測定センサは、磁気計であり、磁気ベクトルに関しての物体間
方位の自由度を有していない。
【００２５】
　上記の実施の形態において、物体間方位の最大３自由度を、場の基準なしで、物体間方
位を測定する非場測定センサから決定でき、非場測定センサは角速度センサであり、非場
測定センサは、少なくとも１つの湾曲感知アレイを含み、システムは、少なくとも１自由
度における角速度が、少なくとも１自由度における場測定に最小限の影響を与えるときに
、同一剛体に操作可能に関連する非場測定方位センサからの方位データの少なくとも１自
由度の精度を向上するために使用され、湾曲感知アレイは、同一剛体に操作可能に関連す
る非場測定センサからの方位データの少なくとも１自由度の精度を向上すると更に望まし
い。
【００２６】
　更に、センサは、配置間隔値と組み合わされた物体間方位に関連する出力形状データを
生成でき、形状特性は、曲線、表面、および立体から構成されるグループから選択された
いずれか１つ以上であり、システムは、最小捩れの影響を受け易く、システムは、湾曲の
１自由度の影響を受け易いと望ましい。
【００２７】
　本発明の別の実施の形態において、方位付けられた場内に幾何学的形状を有する柔軟基
板が提供され、基板は、柔軟基板に操作可能に関連する２つ以上の予め定義された非同一
センサ位置を有し、基板は２自由度で湾曲でき、前記位置のそれぞれにおける少なくとも
１対のセンサであって、少なくとも１対のセンサは、前記位置に操作可能に関連し、そこ
においてお互いに対して非平行方位に位置し、センサは、場の方向の周りの回転運動は除
く、定義された移動範囲内の位置のそれぞれの、それぞれの方位を測定するように適合さ
れ、センサは、幾何学的形状を示す２つ以上のセンサ位置のそれぞれにおいて、少なくと
も１対のセンサの測定された方位に対応して、出力信号を生成でき、センサは、幾何学的
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形状情報出力信号を表示、送信、または記憶するための手段に操作可能に関連する。
【００２８】
　好ましくは、各位置におけるセンサは、２軸または３軸加速度計であって、加速度計は
振動および形状データを提供し、加速度計は、世界座標系における傾斜を感知し、振動加
速度データと、一定重力加速度データを提供し、実質的に垂直方位に搭載されると、柔軟
基板は最小限に捩れ、柔軟基板は、１自由度においてのみ湾曲し、実質的に水平方位に搭
載されると、柔軟基板は、１自由度においてのみ湾曲し、１自由度においてのみ捩れる。
【００２９】
　少なくとも１対のセンサは、測定用に、曲線と表面上、および立体内の場に設置するた
めに較正でき、曲線、表面、および立体は、地盤工学および構造土木工学システムである
と更に好ましい。
【００３０】
　更に、上記の実施の形態において、加速度計は、柔軟チューブにより端部において接続
された剛性で、実質的に垂直なパイプ内に搭載され、加速度計は、２自由度の傾斜と、垂
直軸に対するパイプの長軸の移動に関連する加速度データを提供し、加速度計は、柔軟チ
ューブにより接続された剛性で、実質的に水平なパイプ内に搭載され、実質的な水平な表
面との整列のための整列表面を備え、加速度計は、２自由度の傾斜と、垂直軸に対する実
質的に水平なパイプの実質的に水平な軸の移動に関連する加速度データを提供し、少なく
とも１対のセンサは、立体内に曲線を描く、実質的な垂直または水平な湾曲内に配置され
、各曲線からのデータは、共通収集点に送られ、立体の静的および動的形状についての出
力データを収集し、出力データは、固定通信線により送信されると望ましい。
【００３１】
　少なくとも１対のセンサは、地震を測定するように適合され、センサは、地震の前、そ
の間、およびその後に地面の動きを測定し、曲線、表面、および立体は、船の帆、人間お
よび動物の胴体から構成されるグループから選択され、柔軟基板は、センサの対を含む剛
性リンクを具備する多関節アームを具備し、センサの対は、回転可能接合部により接続さ
れた場測定センサであり、多関節アームは、１自由度において回転可能であって且つ回転
センサを備えた、接合部により、固定基準表面に接続され、リンクは、場内で、多関節ア
ームの位置と方位を測定するために、所定の範囲内に場測定センサを維持するように制約
され、場測定センサに操作可能に関連する回転センサを更に含み、回転センサは、デジタ
ルシャフトエンコーダーであると更に望ましい。
【００３２】
　本発明の別の実施の形態において、柔軟基板内に場測定センサを有するセンサアレイが
提供され、場測定センサは、基板に対して方位データを提供でき、基板の隣接部分内の信
号における差から、動的形状を定義するように適合される。
【００３３】
　本発明の更に別の実施の形態において、変形の静的および動的形状と加速度の測定方法
が提供され、測定用に、ここで上述した基板を利用するステップを具備する。
【００３４】
　更に、本発明の別の実施の形態において、地盤工学体、構造体、および生体における静
的および動的形状を測定するための、本発明のセンサアレイの使用法が提供される。
【００３５】
　本発明の更に別の実施の形態において、穿孔における使用に適切なセンサシステムが提
供され、センサシステムは、柔軟基板に操作可能に関連していて且つ柔軟基板の少なくと
も長さの部分に沿って延伸する、複数のセンサを具備するセンサアレイを具備し、センサ
は、柔軟基板の長さに沿って、離間する複数の場測定センサを具備し、場に対して、柔軟
基板の長さに沿う方位データを具備する入力幾何学的形状を測定するように適合されてお
り、場測定センサは、センサが、場の定義された値から逸脱する測定の動的または静的条
件を検出すると、柔軟基板の動的および静的データの少なくとも１つを具備する出力方位
データを生成し、センサシステムは、センサにより生成された出力データを表示、送信、
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または記憶する手段を更に具備する。
【００３６】
　本発明の更に別の実施の形態において、穿孔の特性を決定する方法が提供され、場の特
性を決定する個々のセンサに関する入力方位データを取得するための、間隔をおいて配置
された複数の場測定センサのセンサアレイを提供するステップと、センサアレイからデー
タを収集して、場の動的および静的データの少なくとも１つを具備するセンサ出力データ
を取得し、静的条件または定義された値から逸脱している測定値を反映する出力データを
提供するステップと、センサから出力データを生成して、データを、穿孔の特性分析のた
めに表示、送信、または記憶するステップと、を具備する。
【００３７】
　本発明の更に別の実施の形態において、穿孔の特性を決定する方法が提供され、基準方
位に関しての方位を決定する個々のセンサに関する入力角速度データを取得するための、
間隔をおいて配置された複数の慣性角速度測定センサのセンサアレイを提供するステップ
と、センサアレイからデータを収集して、場の動的および静的データの少なくとも１つを
具備するセンサ出力データを取得し、静的条件または定義された値から逸脱している測定
値を反映する出力データを提供するステップと、センサから出力データを生成して、デー
タを、穿孔の特性分析のために表示、送信、または記憶するステップと、を具備する。
【００３８】
　更に、本発明の別の実施の形態において、お互いに関して移動可能な一対の剛体の位置
と方位を決定する方法が提供され、柔軟構造において予め定義された間隔でお互いに間隔
をおいて配置される少なくとも第１および第２剛体を提供するステップであって、第１お
よび第２剛体間において湾曲の２自由度で移動可能な柔軟構造により制約されていて且つ
第１および第２剛体間において捩れが生じない状態である、少なくとも第１および第２剛
体を提供するステップと、少なくとも１つの重力場のベクトルにより定義される、所定の
方位を有する重力場の範囲内で柔軟構造の方位を決定するステップと、重力場のベクトル
の周りの任意の剛体の回転を防止する方位の範囲内で柔軟構造を操作するステップと、第
１および第２剛体のそれぞれの上に一対のセンサを位置決めし、各センサは、お互いに操
作可能に関連し、お互いに関して非平行方向で一定に位置決めされるステップと、基準方
位に関して、場強度の所定の分布を有する重力場の範囲内で、剛体の方位の２自由度にお
ける差を測定するステップと、第１剛体から第２剛体への、角度における測定された差を
定義する出力信号を生成するステップと、測定された差を表示、送信、または記憶するス
テップと、を具備する。
【００３９】
　望ましくは、上記の実施の形態において、剛体のそれぞれは、予め定義された線の周り
の回転を除く移動範囲を有し、第１および第２剛体は、衛星同士、束縛衛星同士、地球と
空間エレベータの部分、束縛遠隔操作車両同士、接続荷船（バージ）同士、船の甲板と帆
桁、船の甲板とマストヘッド、地球と超高層ビルのフロア、橋台と橋の路面、トンネル支
持リングの隣接部分同士、および飛行機の胴体と翼端の内の１つ以上から選択され、少な
くとも一対のセンサは、単軸、２軸、または３軸加速度計であり、方位における変化率が
、低率とまったくない（ゼロ）状態の間で起きるときは、自由度において方位を測定する
センサの別のセットからのデータを補正するステップを更に具備する。
【００４０】
　望ましくは、上記の実施の形態において、補正されるセンサのセットは、角速度センサ
を具備する。
【００４１】
　望ましくは、上記の実施の形態において、補正されるセンサのセットは、角速度センサ
を具備し、角速度センサにより感知された少なくとも１自由度からのデータを補正するよ
うに適合された少なくとも１つの湾曲感知アレイが追加される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４２】
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　図１は、デンマークの特許第’２５７号に詳細が記載されている、湾曲を感知可能なフ
ァイバー光学センサを示している。センサは、好ましくは、湾曲が感知される全長に沿っ
て、損失ゾーン２を介して、一方の側において光を失うように処理されたファイバー１を
具備する。光学的設計は、湾曲が、ファイバーの処理された部分に沿って積分されるよう
になっている。ファイバーを介して送信される光学強度は、経路に無関係に、処理された
領域の端部間の正味の角度的変位に従って変調される。センサを、湾曲可能基板３に取り
付けて、基板の湾曲を感知するようにもできる。
【００４３】
　図２は、図１の湾曲感知方法の拡大図を示しており、デンマークの特許第’６７２号に
詳細が説明されている。光ファイバー４は、示されている波形のほぼ全長である感知領域
において、基板に沿って波形状にされている。基板の長軸に対して約４５度方位のファイ
バー５の部分上では、ファイバーは湾曲を感知するように処理されており、この場合は、
この湾曲は、基板６の湾曲および捩れ成分を含む。基板の反対側の第２ファイバーは、逆
の方法で波形状にされており、それにより、その約４５度の部分は、第１ファイバーと共
に、ほぼＸ形状を形成する。デンマークの特許第’６７２号においては、湾曲と捩れを、
別々のデータとして一対のセンサから抽出する方法が記載されている。湾曲と捩れ感知基
板を使用して、２つの剛体間の２自由度の湾曲を感知できる。ファイバー光学「ロープ」
を、デンマークの特許第’１０７号に記載された方法を使用して、剛体間に接続すること
もできる。ロープは、２自由度における湾曲を感知するように、または合計３自由度に対
する捩れを感知するように処理できる。２つの剛体を、それに制限されるわけではないが
、導電ゴム、ポテンショメーター、回転式エンコーダー、角度計、およびｘｙアレイ上に
入射する光ビームを含む他の湾曲感知技術を使用して接続することもできる。
【００４４】
　一般的に、剛体間の角度を感知する上記の方法はすべて、局所角度を感知する手段であ
り、局所角度は、用途に依存して、１自由度湾曲、２自由度湾曲、２自由度湾曲と捩れ、
または捩れのみを含む種々の自由度において感知できる。これらすべてに全体として言及
するために、我々は、湾曲と捩れの組合せ、またはそれぞれを単独に示すために「湾曲」
という用語を使用する。
【００４５】
　ＷＣＳ角度は、前述した一般的説明において触れたＭＥＭｓ加速度計により感知できる
。ＭＥＭｓセンサは、半導体集積回路技術を使用して、シリコン内で微細機械加工したも
のである。図３は、ＭＥＭｓ加速度計の一般的物理原理を示す模式図である。実際の構成
はこの記述とは異なるが、原理は同じである。導電性の、湾曲可能カンチレバー（片持ち
梁）７が、図において、信号がそこに存在することを示すために「Ｓ」のマークが付けら
れている基準フレーム８に固定される。基準フレームは、センサのケース（図示せず）に
機械的に取り付けられるが、導電性があり、カンチレバー上に存在する電荷を搬送する。
カンチレバーの近くの、反対に帯電された２つのプレート９と１０（それぞれ、「－」と
「＋」のマークが付けられている）間の容量場は、カンチレバーの動きにより非平衡であ
り、１つのプレートまたは他方に近接していることを示す、Ｓにおけるポテンシャルとい
う結果になる。カンチレバーは、矢印１２に示されるような重力場に起因する、またはセ
ンサのケースの変化する速度に起因する、双方向矢印１１により示されている円弧に沿う
加速度により湾曲される。カンチレバーが、図示のように垂直の場合は、出力信号は、中
間レベルである。カンチレバーが＋プレートに接近するように傾斜すると、信号は増大す
る。カンチレバーが他方に傾斜すると、信号は減少する。重力場における出力ｓは
　　　 ｓ＝ｇａｉｎ（ゲイン）＊ｇ＊ｓｉｎθ　　　　［方程式Ａ］
であり、ここにおいてｇａｉｎ（ゲイン）は較正定数であり、典型的には０.００３４で
あり、カンチレバーの質量、材料、および寸法と、回路の詳細に依存し、ｇは重力加速度
（典型的には、９.８ｍ／秒／秒）であり、θは垂直方向に対するラジアンによる角度で
ある。
【００４６】
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　図４は、同じＭＥＭｓ加速度計の、上方から見た模式図を示している。
【００４７】
　図５は、２自由度における傾斜と角速度を感知するために、直交方向に配置された２つ
の模式的加速度センサの上面図を示している。両者のセンサは、典型的には、１辺が数ミ
リメートルの小さな表面搭載可能なケースである、同じケース１５内にある。
【００４８】
　図３に示されているようなカンチレバーセンサは、それが垂直のとき（重力場１２に整
列しているとき）に、角度における変化を最大に感知可能である。カンチレバーセンサは
、重力場に直交するように方位付けられたときに最大出力（正または負）を有するが、こ
の条件では、角度についての変化は最小限となる。両者の効果は、ゼロクロッシングの近
くでは急激であるが、極大値または極小値の近くでは低勾配である正弦関数の形状の結果
である。
【００４９】
　垂直方向からの正または負の変化は、それらが中間の垂直状態から、それぞれ信号を増
大または減少するので、カンチレバー加速度計により区別できるが、垂直方向から９０度
を越える角度は、垂直方向から９０度未満の角度と区別できない。従って、直交する一対
のセンサによっても、「上側が下を向く状態」は、「右側が上を向く状態」から区別され
ない。しかし、第３の直交加速度計が追加されて三つ組構成センサが形成されると、この
曖昧さは解決される。
【００５０】
　３軸加速度計の最も一般的な形式は、直交軸に沿って搭載された３つの加速度計を具備
する。それぞれは、その軸に沿う重力の場強度を報告する。加速度計の基準フレームに関
する重力ベクトルを計算するために、３つの数を使用できる。加速度計はまた慣性センサ
なので、３軸加速度計はまた、その３軸に沿う非重力加速度も報告する。
【００５１】
　場測定センサの別の例は磁気計であり、磁場、通常は地球の磁場の強度を、１つ以上の
軸に沿って測定する。３軸磁気計は、３つの直交する軸に沿って場の強度を測定し、磁気
計の基準フレームに関する磁気ベクトルの計算が可能になる。
【００５２】
　純粋な慣性センサの例は、角速度センサである。３軸角速度センサは、その基準フレー
ムに関する、３つの直交する軸に沿って、時間に関する方位の変化を測定する。
【００５３】
　柔軟体内の２つの剛体１６と１７に、加速度計、角速度センサ、および磁気計を取り付
けてＷＣＳ角度を感知することができる。これは図６に示されており、曲線２０は、湾曲
および／または捩れを可能にする機械的接続を表現し、長方形１８と１９は、加速度計（
単独、二つ組構成、または三つ組構成）を表現しており、オプションで角速度センサおよ
び／または磁気計を追加できる。
【００５４】
　剛体間の３Ｄ曲線２０は、湾曲センサが直線状のときの、曲がっていない長さの合計長
さを有するポリラインとしてモデル化できる。平面的な湾曲のみが存在するときは、正味
の湾曲は、内挿法によりポリラインに沿って均一に分布され、円弧を形成する。湾曲と捩
れが存在するときは、それらはポリラインに沿って均一に分布され、螺旋の一部を形成す
る。または、湾曲と捩れを分布させるために、スプラインまたは他の内挿関数を使用でき
る。
【００５５】
　図７は、ゴム製の直方体のような、変形可能な立体２１内の、局所およびＷＣＳセンサ
のより一般的な配置を示している。局所センサ２３は、感知される自由度により要求され
る数と位置のＷＣＳセンサ２２間で延伸できるが、本特許の主題ではない。図において、
これらのセンサのいくつかは、図を簡略にするために省略されている。ＷＣＳセンサは、
その間に湾曲可能な材料を伴う小さな剛体としてモデル化できる。立体の湾曲と捩れは、
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局所およびＷＣＳ角度の変化として測定される。図８は、変形状態の例における立体を示
している。ＷＣＳセンサは傾斜され、その間の経路は曲げられ、および／または捻られる
。変形した立体の形状は、「経路計算」によりモデル化できる。ポリラインは、ＷＣＳセ
ンサを接続する曲線に沿って形成される。穿孔内の、湾曲可能要素により接続されたセン
サストリングは、まさに上述した一般的な立体センサのサブセット（小集団）である。伸
張と圧縮が重要な場合は、圧縮および伸張センサを追加することによりそのいずれも感知
でき、または、弾性率のような、材料の物理的特性が分かっている場合は計算できる。
【００５６】
　図９は、立体内の２つのＷＣＳセンサ２２を示しており、その間には、曲線経路２３が
ある。ＷＣＳセンサを含む２つの剛体間の角度は、角度２６で示されている。一般的に、
ＷＣＳセンサのそれぞれは、ＷＣＳにおいて３自由度方位を有する剛体であり、方位間の
差は、ロール、ピッチ、およびヨー値を使用して記述される。しかし、ロール、ピッチ、
およびヨーは不確定な極条件に影響を受け易いので、図１０に示すように、方位ベクトル
を使用する方がより明確になる。各剛体は、３つの直交単位方位ベクトル２８、２９、お
よび３０のセット２７により記述できる。剛体中心間の３Ｄ変位は、３Ｄ変位ベクトル３
１により、または内挿法を使用すれば、複数の３Ｄ変位ベクトルから構成されるポリライ
ンにより記述できる。立体における各ＷＣＳ剛体に対するそのような測定値を収集するこ
とにより、立体の形状を完全に記述できる。立体内の各剛体位置において、位置と方位は
知られており、典型的には、合計の６自由度に対しては、ＷＣＳは、ｘ、ｙ、ｚ変位およ
びｒｘ、ｒｙ、およびｒｚ方位として表わされる。ｒｘ、ｒｙ、およびｒｚはロール、ピ
ッチ、およびヨーとして、または単位方位ベクトルの三つ組として表現できる（各三つ組
は、９個の数を含み、そのうち３個は余分であるが、この９個で３自由度を表現している
）。
【００５７】
　すべての自由度は、関心対象の形状に対して必要でなければ、そのすべてが、すべての
センサ位置で感知される必要はない。従って、捻れが起きない機械的システムは、捻れセ
ンサを必要とせず、または、別のシステムは、各局所角度センサ位置において湾曲の単一
自由度のみを必要とすることもある。しばしば、地球の磁場における方位は知る必要はな
く、または必要であっても、ＷＣＳ内で形状の方位を確定するためには、非磁気的手段に
より測定される形状に沿う１点における単一の磁気センサ三つ組で十分なこともある。
【００５８】
　静的形状は、各剛体の局所角度変化を見出すことにより、ＷＣＳ情報のみから決定でき
る。加速度センサが、経路に沿う、異なる点において、静的形状を決定するために使用さ
れる場合は、下記の条件が存在しなければならない。
　１）　経路における各リンクは、その先行するリンクに関して、１つまたは２つの既知
の回転角自由度のみを有するように制約されなければならない。
　２）　如何なる回転角自由度も、純粋に重力ベクトルの周りで存在することはできない
（つまり、水平面における回転は容認されない）。
　３）　各感知位置に存在する動的加速度は、重力の大きさと比較して無視できるか、平
均化によりフィルタ処理できるか、または経路に沿って均一（つまり、共通モード）のい
ずれかでなければならない。
【００５９】
　２つの隣接する剛体における基準座標フレームがＲnおよびＲn+1の場合、そして、Ｒn+

1の方位が、局所ｘnおよびｙn軸（この順番）の周りの回転で表現できると仮定すると、
Ｒnは、下記のマトリックス方程式によりＲn+1に関連付けられる。
　Ｒn＝［１　０　０］［ｃｏｓ（ｒｙn）　０　ｓｉｎ（ｒｙn）］
　　　　［０　ｃｏｓ（ｒｘn）　－ｓｉｎ（ｒｘn）］*［０　１　０］*

　Ｒn+1

　　　　［０　ｓｉｎ（ｒｘn）　ｃｏｓ（ｒｘn）］［－ｓｉｎ（ｒｙn）　０　ｃｏｓ
（ｒｙn）］



(14) JP 5264497 B2 2013.8.14

10

20

30

40

50

　＝［ｃｏｓ（ｒｙn）　０　ｓｉｎ（ｒｙn）］
　　［ｓｉｎ（ｒｘn）ｓｉｎ（ｒｙn）　ｃｏｓ（ｒｘn）　－ｓｉｎ（ｒｘn）ｃｏｓ（
ｒｙn）］*Ｒn+1

　　［－ｃｏｓ（ｒｘn）ｓｉｎ（ｒｘn）　ｃｏｓ（ｒｘn）
*ｃｏｓ（ｒｙn）］

　［方程式１］
ここでｒｘnは局所ｘn軸の周りの回転であり、ｒｙnは、ＲnをＲn+1と同一直線状にする
位置「ｎ」における局所ｙn軸の周りの回転である。各剛体の局所角度ｒｘnおよびｒｙn

は、上記に定義したマトリックス関係を使用して、連続する剛体の加速度ベクトルを比較
することにより計算できる。重力による加速度場は、測定されている経路に沿って均一と
仮定されるので、局所加速度ベクトルａnおよびａn+1（ｎおよびｎ＋１において、加速度
計により測定されたもの）は次のように関連付けられる。
　ａn＝［ｃｏｓ（ｒｙn）　０　ｓｉｎ（ｒｙn）］*ａn+1

　　　　［ｓｉｎ（ｒｘn）ｓｉｎ（ｒｙn）　ｃｏｓ（ｒｘn）　－ｓｉｎ（ｒｘn）ｃｏ
ｓ（ｒｙn）］
　［－ｃｏｓ（ｒｘn）ｓｉｎ（ｒｘn）　ｓｉｎ（ｒｘn）ｃｏｓ（ｒｘn）

*ｃｏｓ（ｒ
ｙn）］　［方程式１．１］
【００６０】
　局所加速度ベクトルは、加速度計の出力から知られる。これにより、次の形式の方程式
が得られる。
　Ａ＝Ｂ*ｃｏｓ（ｒｙn）＋Ｃ*ｓｉｎ（ｒｙn）
ここにおいて、Ａ、Ｂ、およびＣは、加速度計の出力から決定された既知の値である。特
にＡは、ａnのｘ成分であり、Ｂは、ａn+1のｘ成分であり、Ｃは、ａn+1のｚ成分である
。一般的に、この方程式を解くには、数値的解法を使用する必要がある。ｒｙnが計算さ
れれば、ｒｘnは、同じ方法で計算できる。
【００６１】
　局所回転は、典型的には、角度またはマトリックスの形状で記憶され、測定された基板
の形状を決定するために組み合わせることができる。
【００６２】
　上記の計算は、所与の制約（２つまたはそれより少ない自由度）においてのみ実行でき
、純粋に重力ベクトルの周りの回転はないということに留意されたい。磁気感知に関して
は、回転制限が磁場ベクトルに適用され、重力ベクトルには適用されないことを除いては
、同じ規則が適用される。この方法は、既知の場強度分布と、場内の方位に応答する場セ
ンサと、測定可能な方位の数を越えない数の自由度と、測定された信号において何らの変
化も引き起こさない方位における変化を排除する測定範囲の制約と、を有する任意の場に
一般化できる。
【００６３】
　ここにおいて、本発明は以下のことを可能にすることが示される。
　１.　２自由度で変形可能な形状の直接測定に対する場測定センサの使用。
　２.　非場測定センサにより得られた方位データの２自由度の補正に対する場測定セン
サの使用。
　３.　非場測定センサにより得られた方位データの第３自由度を補正するための、湾曲
感知アレイの追加。
　４.　上記のタイプ３のシステムであって、非場測定センサは湾曲感知アレイを具備す
る。
　５.　３自由度の１つが無視できるほど小さいことが知られているときに、３自由度で
変形可能な形状の２自由度の直接測定に対する場測定センサの使用。
【００６４】
　上記の実施の形態の多くにおいて、センサの出力におけるバラツキを生成する形状に対
しての測定範囲の制限は、磁場と重力場を含む、多数の場の対称性により必要となる。例
えば、地球の重力場は、地球の中心を指しているベクトルにより表現できる。地球の磁場
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は、磁極を指す、または磁極から離れるベクトルにより、通常は、地球の表面に関するあ
る３Ｄ角度において表現できる。加速度センサの軸が、純粋に重力場の周りを回転すると
、重力場ベクトルをその中心とする平面または円錐を描き、センサの出力には何らの変化
もない。それが三つ組センサの１つである場合は、三つ組センサのいずれかにおける出力
には変化がある。同様な議論が、磁気ベクトルの周りの磁気センサの回転についても当て
はまる。同様な議論は、束縛されている剛体上に影響を与える水または気体の流れの力に
対しても当てはまる。流れの方向に対する角度は、剛体の角度または力の測定値から測定
できるが、流れの方向についての角度からは測定できない。同様な議論が、好ましい放射
方向を有する非偏光照明場に関する角度の測定に対しても当てはまる。
【００６５】
　上記の実施の形態の多くにおいて、物体間方位の３自由度の測定を可能にするために非
場測定センサの第１セットを含み、少なくとも１自由度における角速度が、その少なくと
も１自由度における場測定に最小限に影響する場合に、非場測定センサの第１セットの少
なくとも１自由度の精度を改善するために上記の実施の形態の場測定システムを使用し、
および非場測定センサの第２セットを含むことは更に望ましく、第２セットは、場測定シ
ステムにより測定されない物体間方位のひとつの自由度の精度を改善するための湾曲感知
アレイであり、第１セットは、加速度センサを具備する。
【００６６】
　更に、上記の非場測定センサの第１セットが、少なくとも１つの湾曲感知アレイを具備
し、第２セットは含まれない、システムであって、少なくとも１自由度における角速度が
、少なくとも１自由度における場測定に最小限に影響する場合、第１セットの少なくとも
１自由度のデータは、前記場測定センサにより補正され、方位測定の残りの自由度が、湾
曲感知アレイにより提供される、システムを設けることは望ましい。
【００６７】
　上記の柔軟性および移動範囲の制約に合致するように設計された、較正された構造は、
広い範囲の用途において、高い測定能力を発揮する。
【００６８】
　加速度計に対して記述された上記の方法は、センサを、重力加速度と比較して意味のな
い程度にしか加速しない、形状における非常に緩速な変化に対しても機能する。
【００６９】
　より急激な変化に対しては、角速度センサもまた実装されていれば、角速度センサを、
急激変化が開始する前の、ＷＣＳセンサにより感知された最後の有効な形状からの偏差と
して形状を計算するために使用できる。この場合は、積分された角速度は、剛体離間距離
を満たすポリライン経路を計算するために使用される。
【００７０】
　ＷＣＳセンサが加速度計の場合は、加速度は、その時点での傾斜により変調された静的
重力と、地震の振動または、センサが取り付けられる脚部の移動のような、加えられた加
速度信号との組合せとして直接得られる。好適な実施の形態においては、加速度は、時間
に関してのフィルタ処理なしの合計信号から、時間に関してフィルタ処理された信号を減
算したものとして計算される。この加速度信号は、剛体における加速度計により測定され
た加速度であり、振動場の軸に関して傾斜している可能性もある。例えば、穿孔において
は、所与の剛体は、垂直方向から１０度の角度にあり、振動は水平方向であり得る。その
ような場合は、傾斜が知られているときは、振動の水平成分を求めるために補正を実行で
きる。ＭＥＭＳ加速度計が、垂直方向に関して角度θだけ傾斜し、加速度ａを受けると、
その出力は下記のようになる。
　ｓ＝ｇａｉｎ（ゲイン）*ｇ*ｓｉｎθ＋ｇａｉｎ（ゲイン）*ａ*ｃｏｓθ　［方程式２
］
【００７１】
　これは、θが、局所センサにより表わされる経路に沿う計算から知られる場合は、加速
度ａを求めるために解くことができる。
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【００７２】
　共通の加速度は、ポリライン（ポリラインの第１頂点）に対する基準センサから得られ
る。例えば、センサストリングが穿孔内にある場合は、最上部センサは、地球の表面に垂
直に固定され、計算の開始に対する基準として使用でき、地球の表面に平行なｓ波全体の
加速度を示すためにも使用できる。加速度がすべてのセンサにおいて均一である限りは、
動的形状の計算は正確であり、それを実行するために、湾曲または捻れ（局所）センサは
必要ない。本発明のこの好適な実施の形態においては、較正されたアレイにおけるセンサ
のタイプおよび数の削減により、コストが削減される。
【００７３】
　加速度計技術においてよく知られている二重積分技術を使用して、加速度計信号から動
的形状を計算することもできる。各動的加速度信号は、まず速度を求めるために積分され
、その位置を求めるために再び積分できる。しかし、各自由度における各剛体の角度が知
られていないときは、水平加速度を求める場合は、加速度は、垂直方向に関するカンチレ
バーの角度の余弦だけ削減される。
【００７４】
　改善された動的形状測定は、剛体の角速度を積分して角度位置を求めることにより行わ
れる。
【００７５】
　アレイが、広い周波数応答範囲を有するＭＥＭｓ加速度センサにより形成されている場
合は、センサは、重力のような静加速度場に応答し、また、地震の振動のような急激に変
化する場に対しても応答する。電子機器およびソフトウェアを、合計信号（緩速データ）
の長期平均を表現する出力データ、および急激に変化する成分（急速データ）のみを表現
する出力データを提供するために配置することができる。緩速データは、重力への応答を
表現し、急速データは、重力場内のアレイの振動または他の急激な動きを表現する。緩速
データは、多数のデータフレームを平均することにより、および標準フィルタ処理技術を
使用して、他の急激に変化する信号を排除することにより得られる。急速データは、フィ
ルタ未処理の合計データから、緩速データを減算することで得られる。緩速および急速デ
ータを得る従来の技術はよく知られている。フィルタにおいて、急速データの時間に関し
ての積分がゼロになる場合は、平均形状を表現する正確な緩速データが得られる。平均形
状が不変、または非常に緩速にしか変化しない場合は、急速データは、アレイ内の各セン
サに存在する振動を表現している。従って、アレイを使用して、ＷＣＳ傾斜角度（緩速デ
ータ）から静的形状を得ることができ、一方、急速データを使用して、各センサにおいて
アレイに加えられた振動を定義することができる。
【００７６】
　急激に変化している形状を有することができ、それにより、加速度は、アレイの要素の
動きと、同時に、重力場に関する方位の変化（傾斜変化）によることになる。また、全体
的な振動場があってもよい。これらの場合は、形状と振動は、加速度だけに基づいては、
分離した出力データセットに分離できない。本発明の実施の形態においては、動的変化の
際は、角速度を測定するセンサが専用に使用されて、変化する形状を決定し、そのために
、角速度の単一時間積分が必要となる。角速度とＷＣＳ角度センサ両者からの信号を使用
して、静的から動的形状への遷移が起きたことを判断することができる。最終的に知られ
た形状は、最適な開始形状による、動的形状測定を開始するために使用できる。
【００７７】
　加速度センサのみが存在する場合は（角速度センサはない）、静的および動的形状は、
一般的に、動的形状変化の間は知ることができない。しかし、本発明は、均一な加速度場
が存在する場合は、場が時間的に変化しても、加速度計のみで有効な動的形状を提供する
。このように、均一な加速度場により、我々は、空間的に均一な加速度場を意味している
。例としては、空間的に均一な水平方向の地震の振動を受けている均一な岩床における穿
孔内のセンサの垂直アレイである。この場合は、傾斜センサのすべてが、振動から同じ加
速度と、重力からの一定の加速度を受けており、従って、静的形状情報をこの事象の間に
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アレイから抽出することができる。
【００７８】
　地震に対する穿孔感知および傾斜の監視において、および多数の構造的監視への適用に
対しては、剛体内の加速度計のカンチレバーは通常、ほぼ垂直であり、垂直方向から４５
度以上は動かない。ほとんどの場合、捻れの測定は必要なく、そのため、本発明の好適な
実施の形態は、短い柔軟なホースにより接続されたパイプ中における２軸加速度計と、捻
れを削減または除去する要素を具備する。捻れが容認されない、または必要ない場合は、
システムは、場に設置可能なユニットとして較正でき、また、輸送または格納のために巻
いたり畳んだりできる単一の構造として構築できる。捻れを感知しなければならない場合
は、剛体間の局所捻れセンサのいずれかが必要となり、または磁気計を追加しなければな
らない。
【００７９】
　図１１は、捻れを最小化し、センサの数とタイプを最小化するように設計されたアレイ
の好適な実施の形態の図を示している。２軸加速度計１５は、薄壁金属パイプ３２内に搭
載され、２自由度の傾斜と加速度の感知を含む剛体を形成している。１２ｍｍ以下の内径
を有するパイプは、センサと、連結された配線および回路を保持するには十分な大きさで
ある。パイプはその端部間が、典型的には、その被覆内で４５度の限度の湾曲を容認する
ために十分な距離だけ分離されている。典型的には、間隔は５－１０ｍｍである。被覆は
、好ましくは、第１層として、一体的接着剤／シーリング剤を有する熱収縮可能チューブ
である、ぴったりと固定されている柔軟チューブ３３の短部セクションを具備する。円形
金属ブレード（編み状体）の第２層３４は、図１２に詳細に示されており、好ましくは熱
収縮可能チューブである、柔軟チューブ３５の第３層により金属チューブと接触して保持
される全体的な電気シールド（絶縁）を提供する。柔軟チューブは、要素に対してシーリ
ング（密封）を提供する。それぞれは、水密端部キャップ（図示せず）を備えることがで
きる。金属ブレードは、被覆により、ほぼ円柱形に維持されているが、接合部における捻
れを大幅に削減し、過湾曲に対する保護を提供する。二重柔軟チューブは、水分透過のた
めの２つのバリアを提供する。好適な実施の形態においては、接着剤を使用してブレード
を柔軟チューブに取り付けて、容易に湾曲するが、捻れモーメントにはほとんど影響され
ない複合構造を形成する。
【００８０】
　図１３に示される代替実施の形態においては、パイプ３２は、外側から各パイプに金属
クランプ３７により締め付けられた柔軟ホース３６により覆われている。柔軟ホースは、
好ましくは、金属またはポリマーブレードを含み、捻れを削減し、強度を与える。金属ブ
レードは、パイプと接触するホース内に含めることができ、電気シールドを提供する。
【００８１】
　図１１と図１３の実施の形態は、角速度センサおよび／または磁気計を含むことができ
る。
【００８２】
　アレイが水平、または水平方向から約４５度以内でなければならないときは、図１１と
図１３のアレイにおける加速度計は、パイプが水平のとき（角度の変化に対する信号の変
化は小さく、正負が確定せず、垂直軸に関しての方位も分からない）は、適切に測定でき
ないので、静的測定のためには、別の配置を使用しなければならない。この場合は、図１
４に示されているように、加速度計１５は、パイプ３２が水平のときはそのカンチレバー
が垂直になるように搭載されるべきである。外部の取付け具を追加して、取付け具が水平
表面上にあるときは、加速度計のカンチレバーが垂直になるように方位付けることもでき
る。この実施の形態は図１５に示されており、クランプ３７が、水平表面５１を含むよう
に変形されている。多くの場合、このタイプのセンサは平面内で作動できるため、各パイ
プのＷＣＳ角度の単一自由度を測定するためには、単一軸の加速度計のみを備える必要が
ある。水平センサへの適用は、ビルディング、および埋立地、傾斜地、鉱山、橋、および
トンネルの監視を含む。上記の平坦固定の締付けシステムは、垂直アレイを垂直壁に取り
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付けるなど、垂直アレイに対しても使用できる。
【００８３】
　別の実施の形態においては、加速度計を感知リボンに取り付けることができる。感知リ
ボンとロープは、デンマークの特許第’６７２号とデンマークの特許第’１０７号に記載
されている。リボン３８への加速度計の追加は、図１６に示されている。Ｘ形対象物３９
は、デンマークの特許第’６７２号に記載されているような、湾曲／捩れセンサ対を表現
しており、ここでは完全に示されているが、それはこの出願の主題ではない。長方形４０
は、柔軟基板に沿って既知の間隔での単軸、２軸、または３軸加速度計を表わしており、
３軸角速度センサを追加して動的形状を決定することも可能である。基板が動いていない
ときは、加速度計の信号を使用して、ＷＣＳ方位を高い精度で計算することができる。Ｗ
ＣＳ方位は、局所湾曲と捩れセンサからのデータを「初期状態に戻し」て、それにより、
形状が動いているときにその精度を改善できる。角速度センサからの信号は、含まれてい
るならば、形状が実際は静的であることを判定するために使用でき、それにより、静的条
件が優勢であるときはいつでも、自動的に初期状態に戻すことを可能にする。角速度セン
サは、加速度計のいくつかが極の近くにあり、または上下逆さまであるようなときに、加
速度計の不確定さを解消するためにも使用できる。磁気計を、重力ベクトルの周りの回転
を分析するために追加できるが、多くの場合は、自由度のいくつかが「初期状態に戻る」
だけで、精度は大幅に改善されるので、それらを追加する必要はない。
【００８４】
　デンマークの特許第’６７２号に記載されているようなリボン形状の基板を、単独の加
速度計と共に（局所湾曲および捩れセンサなしで）使用することができ、垂直または水平
感知アレイを形成できる。アレイは、図１６においてＸ形状のセンサ対がないもののよう
に見える。加速度計は、単軸、２軸、または３軸加速度計であってよい。リボンが垂直で
あり、磁気計または角速度センサが使用されないときは、重力ベクトルの周りの捻れは、
磁気計または各速度センサなしでは分析できないので、平面的な湾曲を感知するために使
用される。リボンが水平の場合は、カンチレバーが垂直な２軸加速度計は、ＷＣＳ傾斜に
おける差から、湾曲と捩れを決定できる。通常は、局所湾曲および捩れセンサを有するリ
ボンと共に使用される数学は、ＷＣＳセンサから導出されたデータと共に使用できる。図
１７に示されているようにリボン３８は、楕円状の断面４１を有するホース内に格納でき
、楕円の長軸内のそのエッジにおいて支持される。
【００８５】
　上記の、接続された剛体を使用する測定法においては、測定システムへの入力は、剛体
間の接続の機械的な構成により決定される、定義された自由度内のセンサの方位を具備す
ることが分かる。入力に対して計算が行われ、アレイの形状を決定する。形状が出力であ
る。
【００８６】
　非常に深い穿孔に対しては、合計深度よりも長さの短いアレイを使用することが望まし
い。アレイは、既知の量だけ穿孔内を降下され、測定値が取得され、アレイは既知の量だ
け更に降下されて、別の測定値が取得される。この工程は、穿孔全体の形状のサンプリン
グが行われるまで、測定された部分間を随意的に重ねて繰り返すことができる。アレイ内
では、捻れの整列は、ソフトウェアにより自動的に使用される較正表から知ることができ
る。隣接する測定ステーション間の捻れ関係を感知するために、磁気計をアレイの少なく
とも１つの部分に取り付けて、地球の磁場内の絶対方位を測定することができる。穿孔の
完全な形状は、サンプルを三次元で連結するソフトウェアにより計算できる。
【００８７】
　図１８に示されているような、帆の測定への適用においては、加速度計を水上帆船５０
の帆に取り付けて、その静的および動的形状を測定して、それにより、帆のデザインまた
は張り具合の制御を通して、セーリング性能を改善することができる。この実施の形態に
おいては、加速度計は、好ましくは、三角形の帆４７の頂点から、帆の底部におけるほぼ
水平な帆桁５２に沿う間隔を開けた点に向けて放射状に走る線に沿って搭載される２軸対
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１５である。本発明において記載される他のセンサを、マスト５１と帆桁に追加して、そ
の形状と絶対方位を分析することもできる。例えば、磁気計、３軸加速度計、および角速
度センサを備える方位センサ５３を使用して、磁場を参照し、２垂直自由度におけるマス
トと帆桁の絶対方位を提供することができる。好ましくは、帆上およびマストと帆桁の多
数の部分上で、磁気センサに優先して加速度計１５を使用することにより、コストと重量
を削減する。帆の上では、加速度計を使用して、帆に沿う前記線のそれぞれの静的および
動的形状を計算する。帆が完全には張られていないときは、３Ｄ曲面を形成する線４８を
まとめると、帆の３Ｄ形状を描く。方位センサと組み合わせると、形状は、船のロール、
ピッチ、およびヨーを説明する絶対３Ｄ座標に置き換えることができる。方位センサは、
船が転覆して、いくつかのセンサが逆さまになった場合に起こる極を分析し、および他の
未知の磁気的進路（heading）による不明確さも解消する。
【００８８】
　場測定加速度計だけでも、帆船に固有な、幾何学的制約を利用することにより、帆、マ
スト、および帆桁形状を測定することができる。マストが垂直な場合は、そこに取り付け
られた加速度計は、マストの中心線の周りの回転についてのデータを生成しない。同様に
、帆桁または帆上の加速度計は、マストの垂直中心線に関しての方位についてのデータも
提供しない。しかし、航行中は、帆船のマストは、非垂直であることは回避できない。非
垂直マストの上部および底部に搭載された２軸または３軸加速度計は、マストが湾曲して
おらず、捻れてもいない場合は、同一の表示値を示す。非垂直マストが捻れていると（例
えば、帆の力により）、加速度計は、その個々の軸から異なる信号を生成し、この信号を
使用して、捻れの大きさと方向を計算することができる。マストもまた、既知の平面内（
例えば、船の前後方向、または左右方向）で湾曲しているときは、個々の軸の表示値を使
用して、湾曲の大きさと、捻れの大きさと方向を計算できる。
【００８９】
　マストは柔軟基板なので、計算の同じ原理が２つ以上のグループで帆上に搭載された多
軸センサにも当てはまり、帆は、２自由度（それ自身の平面内では湾曲できない）に制限
された柔軟基板である。同様に、帆桁は、ヒンジによりマストに取り付けられた剛体とし
てモデル化でき、そのデッキの平面における方位角（ヨー）がマストまたはデッキ上の多
軸加速度計または帆桁上の別の加速度計から計算できる、柔軟基板である。方程式１と１
.１と、それに関連する記述は、計算が、マストが非垂直という条件以外は、地球の表面
に関するマストの角度に依存しないということを示しており、従って、マスト、帆、およ
び帆桁の計算は、実際の適用の広い範囲にわたり、船のロール、ピッチ、およびヨーには
依存しない。
【００９０】
　帆形状の測定の実際の例として、帆の弦（帆が静止しているときの、帆に沿うほぼ水平
な線）に沿って搭載された２軸または３軸加速度計を考えてみる。この場合、帆は２自由
度に湾曲可能であるが、その面内では湾曲できない基板である。弦に沿っては、これらの
２自由度は、湾曲と捩れとして考えることができる。従って、弦に沿う帆の方位は、セン
サの既知の間隔と共に、入力に基づいて弦の３Ｄ形状を出力するために使用される、感知
アレイへの入力である。所与の弦の上方および下方の他の弦も感知すると、帆表面の３Ｄ
形状が出力となる。必要な条件は、センサ測定の自由度より多くの基板形状変化の自由度
は容認されないということである（詳細は、上記の方程式１と１.１を参照）。
【００９１】
　帆形状測定に類似する適用は、椅子、自動車のシート形状、またはベッド形状の測定で
ある。椅子の座部および椅子の背もたれのような、ほぼ水平またはほぼ垂直な表面上の既
知の位置に分散された加速度計は、それらの表面の形状測定に使用できる。加速度計を、
重力ベクトルの２つの主要成分を感知するように配置すべきである。ほぼ水平表面上では
、傾斜が測定される。椅子の背もたれの測定は、帆の測定のように、椅子の背もたれが非
垂直であり、変形は主に２自由度であることが必要である。非磁気表面上では、磁気計を
使用して類似の測定を行うことができる。磁気ベクトルは非垂直であり、従って、垂直表
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面は測定可能であるが、磁気ベクトルについての測定が必要な幾何学的形状は回避しなけ
ればならない。
【００９２】
　図１９に示されている別の例においては、加速度計の対１５が、剛体アーム６０上に搭
載されている。アームは、垂直面内においてのみ回転自在の接合部５９に取り付けられて
いる。簡略化のために、２本のアームのみが示されている。アームは、垂直線の周りをベ
アリング５７内で回転自在である、シャフト５６に取り付けられている支持体５５に取り
付けられている。シャフトは、水平面内のシャフトの角度を測定する角度測定センサ（図
示せず）に取り付けられている。適切な角度測定センサには、ポテンショメーター、シャ
フトエンコーダー、およびファイバー光学捻れまたは湾曲センサが含まれる。または、磁
気計を使用して、磁場におけるシャフトの角度を測定することもできる。ベアリングは、
測定の基準表面を形成する静止表面５８に取り付けられる。アームの長さが既知の場合は
、加速度計により測定される傾斜角度と、ベアリングの回転角は、滑らかなボールまたは
ピンのような表面６２に沿って走査できる、端部ツール６１のｘ、ｙおよびｚ座標を決定
するには十分である。走査の結果としてのデータセットは、３次元で表面を表わすために
使用できる。垂直面においてのみ回転する代わりに、接合部５９を修正して、２自由度で
の回転を容認するようにして、ベアリングの表示値と組み合わされた加速度計の対の表示
値を、端部ツールのｘ、ｙおよびｚ座標ばかりでなく、３次元空間における絶対傾斜を表
わすために使用し、端部ツールに対して、６自由度データが利用できるようにすることも
可能である。不明確さを回避するために、アームは水平状態を通過することを容認されて
はならない、または、３軸加速度計または３軸角速度センサを使用して、上方または下方
に向かうアームに関する不明確さを解消することができる。アームの静止姿勢に対しては
、高精度なデータが得られ、アームが動いているときは、それよりは精度は落ちるが、依
然として有効な精度のデータが得られる。アームのシステムは、表面の走査、または移動
物体上の点の位置と方位の追尾に使用できる。例えば、システムは、手術の準備中の患者
上の点の座標を測定し、または、患者上の点の位置と方位を追尾して、患者が呼吸をし、
またはその位置を変える間に、患者の胸部または他の部位のＸ線、磁気共鳴、または他の
医療画像を安定させるために使用できる。他の適用においては、システムは、プローブの
端部またはプローブの一部の位置と方位を追尾するために、内視鏡または他のプローブの
一部を形成することもできる。
【００９３】
　図１９のシステムが、点の位置および／方位を追尾するために使用されると、多くの場
合、動きは、中心点の周りの小さな動きを含む。例えば、呼吸をしている対象患者は、中
心点の周りの小さな動きをし、それにより、測定システムの接合部は、呼吸サイクルの最
中に、患者の胸部上の点を描く静止姿勢に対する修正として、わずかな距離のみを動く。
これらの場合、動きによる加速度は、静止加速度から区別される繰返しパターンを形成し
、それにより、加速度が全体的な共通場を表現しない場合でも、形状と位置の動的測定を
可能にする。
【００９４】
　図１１、１３、および１６のようなアレイ内のパイプは、それらを垂直に保持し、その
出力を測定して、垂直を表現する中間電圧を求めることにより較正できる。温度センサが
いくつかのパイプまたは全パイプ中に組み込まれると、パイプを、温度の較正因子を導出
するために、異なる温度に晒すこともできる。パイプを水平表面上を回転させて、信号の
最大および最小値を求めることができ、各パイプは、最大および最小に対応するｘおよび
ｙ軸を示すようにマークを付けることができる（ｘとｙは二次元においてポリラインを描
く直交軸で任意に指定でき、ｚは、垂直アレイの垂直寸法を記述するために使用される）
。パイプが完全なアレイに組み立てられた後、アレイを、第１パイプ内の第１加速度計が
最大信号を有するまで、水平表面上を回転させることができる。そして、第１パイプは、
ｘ軸を示すようにマークが付けられる。そしてアレイは、第２パイプ中の第１加速度計が
最大出力を有するまで回転させることができる。第１パイプのｘおよびｙ出力は、この条
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件に対して記録される。そして、これを、第１パイプのｘおよびｙ値の表が得られるまで
各パイプに対して繰り返す。これらの値は、組み立て後に、その長軸についてのパイプの
角度オフセットを計算するために使用できる。値は、各パイプにおけるｘとｙ傾斜センサ
からのデータを、その軸の周りに、下記の回転補正方程式を使用して回転することにより
、これらのオフセットを補正するために使用される。
　ｓｘ’＝ｓｘ*ｃｏｓ（ｒｏｌｌ（ロール））－ｓｙ*ｓｉｎ（ｒｏｌｌ（ロール））　
［方程式６］
　ｓｙ’＝ｓｙ*ｃｏｓ（ｒｏｌｌ（ロール））＋ｓｘ*ｓｉｎ（ｒｏｌｌ（ロール））　
［方程式７］
ここにおいて、ｓｘ’とｓｙ’は、補正された値であり、ｓｘは、２軸加速度計のｘセン
サの出力であり、ｓｙは、２軸加速度計のｙセンサの出力であり、「ｒｏｌｌ（ロール）
」は、パイプの長軸の周りの角度オフセットである。この処理は、アレイを既知の速度で
回転するか、回転中にその回転角を測定し、既知の回転角度において、センサの最大およ
び最小、またはゼロクロッシングを測定することにより自動化できる。アレイが、図１４
におけるように水平方向で使用される場合は、中間電圧は、パイプを水平表面上で水平に
設置し、それらを回転して最大および最小を求め、平均を使用して中間電圧を求める。「
ｒｏｌｌ（ロール）」オフセットは、垂直アレイと同様な方法で求められる。
【００９５】
　連続するセンサ位置間の捻れの不整列（パイプの長軸の周りの「ｒｏｌｌ（ロール）」
オフセット）は、アレイを直線状、非垂直線に保持することにより決定できる。連続する
ノード（節点）間のセンサの不整列のすべては、実際には捻れていると仮定することがで
きるので、第ｎ番目のノードで測定された重力加速度ベクトルは、下記のマトリックス方
程式により、第ｎ＋１番目のセンサ位置により測定された重力ベクトルに関連付けられる
。
　［ａxn］＝［ｃｏｓ（ｔ）　－ｓｉｎ（ｔ）　０］*［ａxn+1］
　［ａyn］　［ｓｉｎ（ｔ）　　ｃｏｓ（ｔ）　０］　［ａxn+1］
　［ａzn］　［０　　　　　　－０　　　　　　０］　［ａxn+1］
ここで、ａxn、ａyn、ａznは、第ｎ番目のセンサ位置におけるセンサにより測定された加
速度であり、ａxn+1、ａyn+1、ａzn+1は、第ｎ＋１番目のセンサ位置におけるセンサによ
り測定された加速度であり、ｔは、第ｎ番目のセンサ位置に関する第ｎ＋１番目の捻れの
不整列である。
【００９６】
　ｔについて解くと、
　ｔ＝ａｃｏｓ（（ａxn

*ａxn+1＋ａyn
*ａyn+1）／（ａxn+1

2＋ａyn+1
2））

または
　ｔ＝－ａｃｏｓ（（ａxn

*ａxn+1＋ａyn
*ａyn+1）／（ａxn+1

2＋ａyn+1
2））

となり、どちらも上記のマトリックス方程式を満たす。
【００９７】
　上記の較正ステップと、上述の構成および計算方法の結果は、較正されたアレイであり
該アレイは、場で携帯可能で、所与の作業に対して、最小の数とタイプを使用して、既知
の軸に沿う加速度データを提供し、場において最小限の取付け具で使用できて、静的およ
び動的条件において絶対形状データを提供できる。アレイは、センサから利用できるより
も多い自由度を容認しないという条件を満たす。
【００９８】
　アレイの好適な実施の形態は、図１１、１３、１４、および１７のアレイを含み、セン
サは、柔軟チューブ内に配置され、通常は、上端のような曲線の一端である基準点から開
始する３Ｄ曲線上のデータを提供する。土、空気、または水の立体は、上記のアレイのよ
うなアレイにより感知できる。各アレイからの信号は、アレイ内またはアレイ近傍のマイ
クロプロセッサにより収集できる。より大きな立体的なアレイ内のアレイは、そのすべて
のデータを、ワイヤを使用して、またはワイヤレス通信により中心点に送ることができる
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。
【００９９】
　別の好適実施の形態は、人間または動物の脚部または胴体部を具備する剛体のそれぞれ
に搭載された、角速度センサと加速度計を具備する。人間上の剛体の例には、上腕、前腕
、手の裏、および指の指節骨がある。剛体の形状は、角速度の時間積分により、既知の開
始形状（「初期状態に戻された」形状）からの方位を生成することにより求めることがで
きる。胴体の一部が動いていないときは、または角速度センサからのゼロ信号により示さ
れるように最小限に動く（最小加速度で）ときは、加速度計からの加速度信号を使用して
、方位の自由度のいくつかに対して方位を決定することができ（垂直線の周りの方位を含
まないもの）、そのため、形状測定の精度を改善することができる。胴体が、既知の「初
期状態に戻された」形状へ戻ることは、すべての自由度の再較正を可能にする。この方法
は、形状または方位を決定する磁気感知に依存しない、携帯型動き捕捉システムを作成す
るために使用できる。単一の磁気センサは、ＷＣＳにおける胴体の方位を決定するために
追加できる。角速度センサを使用して方位を決定する代わりに、上記のシステムは、加速
度計により同様に補正される方位の選択された自由度で、方位を測定するために、湾曲感
知アレイを使用できる。
【０１００】
　関連する構成において、角速度センサと加速度計は、上述のように、すべての剛体に取
り付けることができ、肘や膝のような、方位の主な２自由度のみの接合部を測定するため
に使用される。臀部や肩のようなより難しい接合部は、方位の３自由度を有し、本明細書
の前述した「位相的および移動測定ツール」のような、湾曲感知アレイを備えることがで
きる。湾曲感知アレイの方位の単一自由度は、低角速度の期間中に、場測定センサにより
補正できない自由度を供給または補正するために使用できる。湾曲感知アレイによる補正
は、角速度に無関係に、随時行うことができる。この構成は、可能な場合はいつでも、セ
ンササイズとセンサ数を最小にでき、湾曲感知アレイにおけるエラーの影響は、全データ
の最小サブセットに対してそれに依存することにより、最小化することができるという利
点を有している。追加データは、当然、湾曲感知アレイから使用して、胴体に関しての、
肩に対する変位データを提供することなどもできる。
【０１０１】
　当業者には容易に分かるように、本発明はまた、種々の形式での方位データを出力する
ための出力手段の使用も考慮している。例えば、従来のタイプは、モニターのように、出
力を表示する任意の手段を含むが、信号処理ソフトウェア、１つ以上の記憶装置などの使
用も考慮できる。
　添付された図面を参照して、本発明の概要を上記に説明した。
【図面の簡単な説明】
【０１０２】
【図１】図１は、局所湾曲の従来技術において知られているファイバー光学センサを示し
ている。
【図２】図２は、局所湾曲および捻れのファイバー光学従来技術センサを示している。
【図３】図３は、ＭＥＭｓ加速度計としての、本発明のカンチレバーセンサの部分的模式
図を示している。
【図４】図４は、図３のカンチレバーセンサの上面模式図を示している。
【図５】図５は、ＭＥＭＳ加速度計の直交対を形成する一対のカンチレバーセンサを有す
る、本発明の代替実施の形態の上面模式図を示している。
【図６】図６は、加速度計を有していて且つ湾曲センサを有する湾曲可能領域により分離
されている、２つの剛体を有する、本発明の別の実施の形態を示している。
【図７】図７は、湾曲および捻れが可能であり、非湾曲状態のときに、複数の湾曲センサ
により接続される複数の加速度計を備える、柔軟材料の立体を示している。
【図８】図８は、湾曲状態のときの、図７における柔軟材料の立体を示している。
【図９】図９は、図８の２つの加速度感知ユニットの図であり、その間の距離と角度的方
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位を示している。
【図１０】図１０は、直交単位ベクトルの２つのセットと、２つの剛体間の方位および位
置情報をそれぞれ表現する、その間の距離ベクトルを示している。
【図１１】図１１は、収縮可能チューブを使用する、垂直方向の測定のための柔軟容器内
のセンサアレイを示している。
【図１２】図１２は、シールディング（絶縁）と捻れ耐性を提供するブレードを示してい
る。
【図１３】図１３は、外側から締め付けられた柔軟容器内のセンサアレイを示している。
【図１４】図１４は、水平方向の測定に使用される柔軟容器内のセンサアレイを示してい
る。
【図１５】図１５は、表面への整列を提供するように修正されたクランプを示している。
【図１６】図１６は、リボン状柔軟基板上のセンサアレイを示している。
【図１７】図１７は、楕円形保護ホースにおける、図１６のリボンを示している。
【図１８】図１８は、帆船で使用される本発明を示している。
【図１９】図１９は、端点測定への適用として使用される本発明を示している。

【図１】

【図２】

【図３】



(24) JP 5264497 B2 2013.8.14

【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】
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【図１２】 【図１３】

【図１４】

【図１５】

【図１６】

【図１７】
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【図１８】

【図１９】
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